
代１－１ 

（１） 会派代表 日本共産党 

質問者議員 丹 羽  実 

 

件名１ 市政に関わる全般についてお聞きします。 

要旨１ 昨年から世間を騒がせている自民党裏金事件に関連して。 

(1) 先日、自由民主党は裏金の有無を聞く所属全議員アンケートの結果を公

表しました。その中に元衆議院大阪第１５選挙区支部長・加納陽之助（現

大阪第１０選挙区支部長）、２０２２年度４０万円とありました。候補

者支部長レベルでも裏金をもらっていたことに注目すると、昨年８月よ

り島田市長は大阪第１５選挙区の支部長に就任しています。２０２３年

度の後半、市長は裏金の存在を知っていましたか。また島田市長は裏金

には関わっていませんか。日本共産党は、１９９４年から裏金事件の温

床の企業団体献金の全面禁止を主張しています。 

要旨２ 大阪・関西万博について。 

(1) 相変わらず今年の世論調査でも、建設業界からも２０２５年４月の開催

に疑問の声が絶えません。市民の暮らしが大変な時、能登半島地震復興

事業も横に置き、税金をつぎ込みカジノに繋がる万博は中止すべきです。

そこで聞きます。 

ア 本番１年前の新年度での大阪・関西万博推進事業（つながる河内長野

万博）１，５６１万円の内容は。 

イ 現在計画している令和７年度の万博会場への出展費用は。 

ウ 現在計画している令和７年度の市実施の無料招待の規模と費用は。 

 

件名２ ごみ収集問題について。 

要旨１ 昨年、廃棄物減量等推進審議会の「もえるごみ」戸別収集については、市

民負担なしの導入は困難。希望する地域単位での導入も難しいとの答申で

した。その上で新年度の取組は、はじめの一歩として評価します。私たち

も各町会（自治会）のごみ出し状況を見て意見も聞きました。結果、「も

えるごみ」戸別収集をするしないの判断は、自治会ごとの違いが大きく時
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期尚早と考えています。改善は緒に就いたころ市民目線で長期的に考える

べきと思うがどうか。 

要旨２ 「もえないごみ・粗大ごみ・資源ごみ」の回収も地域格差がありもっと詳

細に調査し、改善策を立てるべきではないか。 

 

件名３ 安全で住みよいまちづくりについて。 

 要旨１ 大阪南消防組合の発足に関連して。 

(1) 今年４月から当市の消防が大阪南消防組合に加盟し、新たな体制となり

ます。その加盟に対して、再度重要と思われる点を確認します。 

ア 新消防組合の総予算は約６５億円中、分担金で約６０億円が賄われま

す。初年度当市の金額１２億７千万円は基準財政需要額割の指数から

みても割高。その是正措置を聞く。 

イ 消防職員給与に関して、手当額が異なることの平準化はどうなったの

か。 

ウ 今回、柏原羽曳野藤井寺消防組合消防本部と富田林市消防本部と河内

長野市消防本部が一つの広域消防組合をつくったという形式を取って

います。当初は実質的に吸収合併になるのではないかと懸念されまし

た。しかし、関係者の事前協議において柏原羽曳野藤井寺消防組合に

構成団体となる市町村を増やす方法で、新たに大阪南消防組合をつく

る事になったと聞きます。ですから、今後問題が起きても各自治体の

大きい小さいに関係なく、公平・平等な立場で協議をして解決してい

くものと思いますが、この事を確認します。 

エ 消防の広域化の目的は消防力の強化であり、人員削減やコスト削減が

目的ではないと事前協議では説明を受けてきました。その事に間違い

はありませんか。 

(2) 能登半島地震に関連して、去る１月１日の能登半島地震発生時、救助要

請が殺到し消防指令システムに不具合が生じたと１月３１日のＮＨＫニ

ュースで報道されました。その内容は奥能登広域圏事務組合消防本部の

指令センターで地震発生直後から１１９番通報が多数着信して鳴りやま
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ない状況になった。こうした中、想定外の震度７を観測した地震直後に

「高機能消防指令システム」が動かずパソコンで各隊に出動指令ができ

なくなったというものです。大型モニター映像も映らず急遽、紙に内容

をメモして、各消防署や分署にその都度電話で指令を出したとの事です。

大阪南消防組合では、大地震の場合「消防指令システム」はどうなりま

すか。 

(3) 消防団の今後の体制を聞きます。消防団は４月以降、自治安全部危機管

理課の管轄になると聞きます。消防団では、出動時はどのようにして連

絡が来るのかよくわからない等団員の一部から不安の声が上げられてい

ます。またその中からは「ないがしろ」にされていると感じておられる

方もいます。不安を払拭する手立てはどうなっていますか。 

 要旨２ 能登半島地震を教訓に当市の住宅の耐震化の進捗について。 

(1) 新耐震基準に満たないであろう昭和５６年５月３１日以前の集合住宅、

一般住宅や事業所は何戸になり、何％にあたるのか。 

(2) 耐震診断補助制度の概要と最近の利用状況は。 

(3) 木造耐震改修工事補助制度の概要と利用状況は。 

要旨３ 市道三日市高向線、通称「よしや峠」の拡幅要望は、毎年質問しています。

道路新設及び、改良事業に入れる考えはあるのか。 

要旨４ 市道路課が改修再塗装できず消えている道路標示（一旦停止線・止まれ）

が主要市道や住宅団地内市道などで多数見受けられる。市は要望している

と思うが、大阪府の担当はどう考えているのか。 

要旨５ 加齢性難聴補聴器購入費助成制度が新年度より始まり、制度ができた事は

高く評価します。しかし、内容を見ると近隣他市と同じで補聴器の価格か

らみても非課税対象者のみであり、必要とする市民の思いからはかけ離れ

ています。年度途中からでも予算増額や要件緩和すべきでは。 

 

件名４ ３地区の産業用地と自然エネルギーの活用について。 

 要旨１ 高向・上原と小山田西地区の進捗状況は。 

要旨２ 赤峰産業用地化の条件として、今年度中に代替スポーツ施設地を決める、
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と言っていたがどうなったのか。 

要旨３ ２０５０年までにＣＯ₂ ゼロを目指す取り組みについて（新年度補助事業

５，０５０万円）。 

(1) 今年度後半から始まった当市の再生可能エネルギー導入促進補助金制度

は、昨年の１２月２７日に締め切られ、今年度の予算額３，６００万円

に対して消化率は約３０％の１，０８６万円と聞きます。これを踏まえ

て、新年度の補助金制度の総額を１００％消化し、ＣＯ₂ 削減になる諸

施策を聞きます。 

(2) 国・府の補助金を活用した制度以外に、市単独の補助金制度も創設し、

全市民に「当市は徹底したＣＯ₂ 削減に官民挙げて取り組む稀な市」と

いう共通認識を持ってもらう事が重要ではないか。具体的な施策は、雨

水タンクや浸透ます設置補助、薪ストーブやペレットストーブ購入補助、

太陽熱温水器設置補助、住宅用窓の二重構造化補助、住宅照明ＬＥＤ化

補助などです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答弁を要求する理事者 

       市長並びに関係理事者 


